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研究成果の概要（和文）：　本研究ではアメリカ州立研究大学における大学院学生への学修経済支援戦略の変容
の実態について明らかにした。
　本研究では、教育・研究支援の仕組を、給付型（フェローシップ等）と研修型（学生講師、TA,RA等）に分
け、それぞれの財源と運用について整理した。米国博士学生の主要な第一次資源である連邦政府資金フェローシ
ップは、事務経費として3分の1程度の資金が機関に入る構造となっており、受入機関にとっても貴重な財源とな
っている。また、研修型支援については大学院生講師(GSI)をはじめとする学生の学内雇用が活用されており、
学内資源を生かして学生の教育・研究機会を推進する仕組となっていることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）："This study examines the actual transformation of the strategies for 
providing economic and academic support to graduate students at US state research universities. The 
research categorizes the mechanisms of educational and research support into grant-based (such as 
fellowships) and training-based (such as graduate student instructors, teaching assistants, research
 assistants, etc.), and organizes the financial resources and operations for each. Federal 
government-funded fellowships, a primary resource for doctoral students in the United States, 
operate with about a third of the funds going to the institution as administrative expenses, making 
them valuable resources for recipient institutions. Moreover, it was evident that training-based 
support utilizes student employment within the university, including graduate student instructors 
(GSIs), leveraging internal resources to promote students' educational and research opportunities."

研究分野： 高等教育政策

キーワード： 博士人材　経済支援　高等教育政策　科学技術政策　学内雇用制度
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研究成果の学術的意義や社会的意義
アメリカではASE（教育系学生職員）やGSI（院生講師）といった制度を通じ、大学院学生が経済支援を受けなが
ら教職員としての基礎訓練を積み、教員、研究者として経験値を学内で向上させる仕組みが制度化されている。
こうした制度は同時に、学部・大学院の補講やサマーセッション等、大学が提供する教育サービスをより豊富に
しているという点で大学教育にも貢献している。
　現在日本では、教員の授業負担や事務作業の増加に伴う研究時間の減少が論文数や研究力低下に結びついてい
ると指摘されているが、大学院生の提供する教育、研究を学内資源と捉える学内雇用制度は、教員の教育負担軽
減や研究時間の確保にもつながる有益な取組といえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
日本の修士課程修了者の博士課程進学率は 1994 年の 16.9％をピークに減少の一途を辿って

おり、2019 年時点では 9.5％まで低下した。2019 年 1 月に中央教育審議会大学院部会がまとめ
た「2040 年を見据えた大学院教育のあるべき姿」では、このままでは今後の社会を先導できる
ような「知のプロフェッショナル」確保に大いに問題を生じる可能性があるとして、大学院段階
における教育・経済支援環境を含む大学院教育の体質改善や優秀人材の進学促進に向けた取組
強化等が提言されている。 

一方、アメリカの研究大学では、大学院生への経済支援として、入学時に優秀学生を獲得する
ための給付金、フェローシップといった奨学制度に加え、大学院生講師、大学院生研究者等、在
学中に大学の教育・研究業務に従事しながら自らの学業、研究を継続するための Academic 
Student Employee（ASE）と呼ばれる大学の教育・研究と結びついた経済支援プログラムが提
供されている。ASE は大学の教育プログラム充実に貢献するだけでなく、将来アカデミアや産
業界で働くためのトレーニングとしても機能している。本研究では、こうした学内雇用を利用し
た大学院学生への経済支援制度について、主に州立研究大学を事例として検証を行った。 
 
２．研究の目的 

本研究の目的は、アメリカの大学において大学院学生を対象として実施されている教育系学
生雇用制度 (Academic Student Employee)のうち、博士課程学生を対象とした院生講師
（Graduate Instructor）制度について、財源、制度設計に着目して考察し、博士課程学生への
経済支援構造の特質と課題を明らかにすることである。 
本研究では、学生雇用制度を半世紀以上前から取り入れているアメリカの研究大学を中心と

して、博士課程学生への経済支援制度の実態についても考察を行い、旧来のニードベース、メリ
ットベースといった奨学制度による経済支援だけでなく、学内雇用等を活用した制度の導入に
より、博士人材養成を機関のコストセンターから教育・研究資源を供給するプロフィットセンタ
ーへと転換し、高等教育機関における教育・研究・人材養成のエコシステムを構築するための制
度設計について検討した。 
 
３．研究の方法 

本研究では、経済支援プログラムがどのような予算によってどの程度の規模で運営されてい
るか、またその受給対象は誰でどのような条件で資金が提供され、どのような効果が期待されて
いるかといった点についてレビューを行ない、プログラムレベルのデータを集積し類型化によ
る分析を行なった。また、制度的側面については、主に各大学の戦略計画や州理事会の発行する
レポートといった文献を基に分析した。財源については、財務諸表や年次報告書を用いてデータ
分析を行ない、その実施規模や人数といった定量的な側面について分析を行った。人的リソース
については、大学で公開されている戦略計画や実施報告書のデータから実施実態を抽出し、不足
する情報については、現地調査において担当者へのヒアリングを行なった。 
 
４．研究成果 
UC に在籍する大学院生は、一人当たり平均$45,344（約 490 万円）の経済支援を受給している

(UCSFSR2018)。なお、なかには奨学金の他に RA,TA に従事する等複数プログラムを受給する者も
いる。TA の年平均受給額は$24,698（約 272 万円）, RAの年平均受給額は$25,399（約 280 万円）
となっている（表 1）。 

 
表 1 UC における大学院学生への経済支援種目別割合（2017-2018） 

 

 
 

プログラム種別 受給者数 年平均受給額 受給割合 

給付金,フェローシップ 36,387  $19,401  66.4% 

TA 17,890  $24,698  32.6% 

RA 15,234  $25,399  27.8% 

その他キャンパス雇用 6,754  $13,560  12.3% 

リーダー,チューター 3,471  $4,520  6.3% 

ワークスタディ 776  $4,339  1.4% 



UC では、先に挙げたような科目アシスタントとしてレポートや試験の採点を含む授業補助を
行うリーダー(Reader)や STEM 科目、ライティングの補講を行うチューター(Tutor)をはじめ、大
学の教育研究活動に従事する学生は教育系学生職員(Academic Student Employee, ASE)と呼ば
れている 7）。また雇用要件をはじめとする制度が整備されており、US Davis 校では以下のよう
な制度となっている（表 2）。 

 
表 2 UC における教育系学生職員制度(Academic Student Employee, ASE) 
（UC Davis Graduate Studies Salary Scales 20198）をもとに作成） 
 

職位名 学費免除 月給 
時給 

(個人/集
団) 

要件 GPA 
最大
FT 

雇用年
限 

大学院生リーダ
ー 一部   $15.78 学士 3.0 50% 5 年 

学部生 
リーダー 

なし   $15.00   3.0 50% 5 年 

補講 
チューター 

一部   $15/$21 学士 3.0 50% 5 年 

補講 
チューター 一部   $18/$24 学士 3.0 50% 5 年 

TA 一部 $4,589   学士 3.0 50% 5 年 

Graduate 
Student 
Researcher 
StepⅠ 

全額 $3,258   学士 3.0 50% 5 年 

Graduate 
Student 
Researcher 
StepⅩ 

全額 $6,385   修士 3.0 50% 5 年 

准講師 
 (9 カ月) 

一部 $4,808-
5,700 

  修士 3.0 50% 5 年 

准講師 (11 カ
月) 

一部 $4,009-
4,906 

  修士 3.0 50% 5 年 

 
この中で、時給で雇用され学部生でも勤務可能なリーダー、チューターに対し、学士を取得し

た大学院生を対象とする大学院生講師（Graduate Student Instructor, GSI）、大学院生研究員
（Graduate School Researcher）は月給雇用となっており、有給休暇や各種手当とともに昇級・
昇給システムも存在する。また GSI は教育経験によってレベルⅠ（教育経験なし）からレベルⅣ
（少なくとも 8 学期の教育経験、博士課程学生）の 4 段階に分けられており、昇級は学科で判断
される。また、上級科目を教えることのできる教員代理大学院生(Acting Instructor Graduate 
Student, AI-GS)は、事前の学科承認は必要なものの、シラバス作成や読書課題の設定、成績評
価（不服申し立て対応を含む）等の教育業務について独立した責任を負う講師である 9）。AI-GS
になるためには少なくとも 2 年の大学での教育経験と専門的な知識、博士課程学生であること
等が求められている。GSI は通常学期授業に加え、夏期休業中に実施されるサマーセッションで
も 400 以上の求人があり、多くの大学院学生に大学教育経験と給与を提供している。なお全ての
GSI は授業開始前に労働契約、倫理教育を含むオリエンテーションと約 3 ヶ月の教育法科目を履
修していることが要件とされており、外国人学生の場合はこれらに加え英語プログラムの履修
が求められている。また、GSI 同様、GSR もステップⅠ～Ⅹまでの 10 段階の昇級・昇給が存在す
る。GSI ステップⅠの給与は$3,457（約 36.6 万円）、ステップⅩでは$6,774（約 72 万円）と一
般的な学卒ないし修士卒水準の給与が支払われている。GSI,GSR はともに就学の 50％、週 16-20
時間程度の勤務が標準とされているが、勤務時間上限や各種保険、税控除等は学生のステータス
によって異なる条件が課せられている。なお、各キャンパスにはラーニングセンターが設置され
ており、ASE のための各種トレーニングプログラムの提供やアドバイジング等を実施している。
GSI や GSR は単なる経済支援というよりも、学生を教育研究の受け手から UC の教育研究の担い
手として移行させるための指導、評価、報酬等を含む制度化された人材養成システムとして機能
していることが分かる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 



 
５．まとめ 

本研究では、アメリカの研究大学において、大学院生への経済支援として入学時に優秀学生を
獲得するための給付金、フェローシップといった奨学制度に加え、リーダー、チューターといっ
た授業補助、さらに GSI,GSR といった研修、昇級、昇給制度のある大学院生雇用を通じて博士課
程学生の教員、研究者としてのトレーニングが実施されている状況について考察を行った。日本
との大きな相違点として、アメリカでは大学院学生への経済支援の中で教職員としてのトレー
ニングを早期から実施し、独立した教員、研究員としての経験値を学内で向上させる仕組みが制
度化されている点が挙げられる。 

 
図１ アメリカにおける教育系学生職員（ASE）のキャリア概念図 

 

 
 
 
図１をみると、アメリカの経済支援制度は、機関支援、政府支援ともに、学部からポスドクま

でをカバーする切れ目のないシームレスな階段状のプログラム構造になっていることがわかる。
これは学生からの視点でみると、在学中どの段階からでも挑戦できるポジションがあり、また能
力や経験に応じて昇進・昇給制度のある経済支援や授業料免除を受ける選択肢が用意されてい
るということであり、特にアカデミアでのポジションを目指す学生にとっては、大学での教育キ
ャリアを構築する上で強いインセンティブをもてるプログラム構造となっている。 
また ASE は同時に、学部・大学院教育の補講や STEM 教育、論文指導、サマーセッション等大

学が提供する教育サービスをより豊富にしているという点で大学教育の質向上にも貢献してお
り、学内資源を有効に利用した経済支援の取組として大いに注目すべき制度であるといえる。大
学内外の教育研究活動と経済支援が組み合わされることで、学生は給与を得ながら教育研究の
実践的な訓練を学内外で身に着けることが可能になり、大学側にとっても学内で提供する教育
プログラムを拡充することができるメリットの多い制度といえる。大学院学生を早期から自立
した教員、研究員としての訓練に参加させることは、学生の将来適性判断や進路の選択肢を拡大
させる上でも重要なことであると思われる。 

連邦政府資金  機関資金  
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